蒲郡市住民基本台帳カード交付事務取扱要領

この要領は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号。以下「法」という。）に基づき、住民基本台帳カード交付に関する運用の一般基準を設けることによって、事務の円滑な処理を図ることを目的とする。

１　住民基本台帳カード
　　住民基本台帳カードとは、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２５年法律第２８号）第１９条の規定による改正前の住民基本台帳法第３０条の４４第３項の規定により交付された住民基本台帳カードをいう。

２　住民基本台帳カードの交付申請、発行及び交付
　　住民基本台帳カードの交付申請、発行及び交付は行わないものとする。
３　住民基本台帳カードの再交付及び有効期間内交付
　　住民基本台帳カードの再交付及び有効期間内の交付は行わないものとする。

４　住民基本台帳カードに関するその他の届出及び処理

（１）住民基本台帳カードを紛失した旨の届出

　　ア　住民基本台帳カードの交付を受けている者から、住民基本台帳カードを紛失した旨の届出を受けたときは、直ちにカード運用状況を一時停止とする。

　　イ　電話又は窓口での口頭による届出も受理することとし、氏名、住所、出生の年月日及び男女の別等の申告を求め、本人確認を行う。ただし、後日住民基本台帳カード一時停止届（第４号様式）の記入、提出を求めるものとする。

　　　　また、代理人による届出も受理することとし、本人確認とあわせて、住民基本台帳カードの交付を受けている者との続柄等の申告を求め、委任状による代理権を授与した事実確認を行う。

　　ウ　住民基本台帳カードを紛失した旨の届出の受理状況について、住民基本台帳一時停止の届出記録簿（第１６号様式）に記入し、管理する。

（２）紛失した住民基本台帳カードを発見した旨の届出

　　ア　住民基本台帳カードを紛失した旨の届出をした者（住民基本台帳カードの再交付を受けた者を除く。）から、紛失した住民基本台帳カードを発見した旨の届出を受けたときは、カード運用状況を運用中とする。この場合における届出は、第５号様式により行う。

　　イ　アの届出を受理するに際しては、交付申請における本人確認書類及び発見した住民基本台帳カードを提示させる。この場合において、発見した住民基本台帳カードが顔写真無しの住民基本台帳カードであるときは、当該住民基本台帳カードを本人確認書類とすることができない。

　　ウ　アの届出を行おうとする者の任意代理人が本人の住民基本台帳カードを添えて届出を提出したときは、本人が病気、身体の障害等やむを得ない理由により市役所への出頭が困難と認められる場合のみ届出を受けることができる。この場合において、市長が郵便等により一時停止解除の届出者に対し照会した回答書（第１２号様式）、委任状及び任意代理人の本人確認書類の提示を求める。
（３）住民基本台帳カードの失効

住民基本台帳カードは、次の場合にその効力を失う。

　　ア　住民基本台帳カードの交付を受けている者が最初の転入届を行うことなく、当該転出届により届け出た転出の予定日から３０日を経過し、又は転入をした日から１４日を経過したとき。
　　イ　住民基本台帳カードの交付を受けている者が転出届をした場合において、当該転出届に係る最初の転入届を受けた市町村長に住民基本台帳カードの提出を行うことなく、最初の転入届をした日から９０日を経過し、又は当該市町村長の統括する市町村から転出したとき。
　　ウ　住民基本台帳カードの交付を受けている者が死亡したとき。

　　エ　住民基本台帳カードの交付を受けている者が法の適用を受けない者となったとき。

　　オ　住民基本台帳カードの交付を受けている者に係る住民票が消除されたとき（国内転出若しくは日本の国籍の取得若しくは喪失をし、又はウ若しくはエに掲げる場合に該当したことにより当該住民票が消除されたときを除く。）。

　　カ　住民基本台帳カードの交付を受けている者に係る住民票に記載されている住民票コードについて記載の修正が行われたとき。

　　キ　住民基本台帳カードの有効期間が満了したとき。

　　ク　返納された住民基本台帳カードにあっては、当該住民基本台帳カードが返納されたとき。
　　ケ　返納を命ぜられた住民基本台帳カードにあっては、住民基本台帳カードの返納を命ずる旨を通知し、又は公示したとき。
　　コ　個人番号カードを交付したとき。
（４）住民基本台帳カードの返納及び廃棄

ア　市長は、錯誤に基づき、又は過失により、住民基本台帳カードを交付した場合において、住民基本台帳カードを返納させる必要があると認めるときは、当該住民基本台帳カードの交付を受けている者に対し、当該住民基本台帳カードの返納を命じることができる。また、返納が決定したときは、当該住民基本台帳カードの交付を受けている者に対し、書面によりその旨を通知しなければならない。この場合において、通知を受けるべき者の住所及び居所が明らかでないときその他通知をすることが困難であると認めるときは、その通知に代えて、その旨を公示することができる。

イ　(3)ア、イ若しくはエからキまでに該当したときは、住民基本台帳カード返納届（第９号様式。以下「返納届」という。）に当該住民基本台帳カードを添えて市長に返納しなければならない。

ウ　住民基本台帳カードの交付を受けている者は、いつでも、返納届に当該住民基本台帳カードを添えて市長に返納することができる。

エ　住民基本台帳カードの返納を受けた場合は、当該住民基本台帳カードの半導体集積回路の裁断等の措置を講じた上で物理的に廃棄する。

具体的には、表面記載事項が判読できない大きさ（例5mm×5mm）に裁断し、ＩＣ部分については少なくとも２回以上の切断を行う。

（５）住民基本台帳カードの廃止又は回収処理

　　ア　住民基本台帳カードの交付を受けている者から、返納届に添えて住民基本台帳カードの返納があったときは、カード運用状況を廃止及び回収とする。この場合において、他の届出等とあわせて住民基本台帳カードの返納があったときは、当該届出等に住民基本台帳カードを返納する旨の記載をすることにより、返納届の提出に代えることができる。

　　　　なお、代理人又は郵便等による住民基本台帳カードの返納についても、その受理を行うことができる。

　　イ　住民基本台帳カードの再交付を受けた後で、紛失した住民基本台帳カードを発見した者から、返納届に添えて発見した住民基本台帳カードの返納があったときは、カード運用状況を回収とする。

　　ウ　住民基本台帳カードの返納がなかった場合で国外に転出するときは、転出処理と連動してカード運用状況を廃止とする。

　　エ　住民基本台帳カードの交付を受けている者の住民票が消除されたとき（国内転出したとき又は日本の国籍の取得若しくは喪失をしたときを除く。）は、アの場合を除き、その処理と連動して、カード運用状況を廃止とする。

　　オ　錯誤に基づき、又は過失により住民基本台帳カードを交付した場合であって、当該住民基本台帳カードの返納を命ずることを決定した旨を通知し、又は公示したときは、カード運用状況を廃止とする。

（６）住民基本台帳カードの表面記載事項の変更届出

　　ア　住民基本台帳カードの表面記載事項に変更が生じたときは、当該住民基本台帳カードを添えて、住民基本台帳カード表面記載事項変更届（第６号様式）を提出させる。この場合において、転居届等に住民基本台帳カードの表面記載事項の変更届出を行う旨を記載することにより、当該変更届の提出に代えることができる。住民票コードを変更し、又は転出をしたときは変更届の提出を要しない。

　　イ　本人以外の者による変更届については、代理人の本人確認ができ、かつ次にあてはまる場合のみ表面記載事項の変更を行うことができる。

1 同一世帯に属する者が本人の住民基本台帳カードを持参したとき又は、別世帯の者が本人の住民基本台帳カードを持参し、本人の住民基本台帳カードのほかに本人の身分証明書又は委任状を持参しているとき。

2 表面記載事項の変更に伴って、内部記録事項の変更が必要な住民基本台帳カードについては、代理人が本人の住民基本台帳カード及び暗証番号を記載した用紙を持参しており、その暗証番号によって内部記録事項の変更ができたとき。

　　　　　同一の世帯に属する者が本人の住民基本台帳カードを添えて行う場合に限り、住民基本台帳カード表面記載事項変更届を提出することができる。ただし、病気や身体の障害等やむを得ない理由による場合は、本人の住民基本台帳カードを添えて、住民基本台帳カード表面記載事項変更届及び委任状を任意代理人が提出することができる。

　　ウ　住民基本台帳カードの表面記載事項の変更届が提出された場合は、住民基本台帳カードの裏面の追記領域に記入の年月日、変更事由、変更内容の順に明記し、これに市印「蒲郡市」を押す。また、内部記録事項に変更が生ずる場合は、住民基本台帳カードを交付する際に設定した数字４桁からなる暗証番号を入力させる。ただし、本人以外の者がこの手続きを行う場合は、本人が記載した暗証番号を、代理人に見られることがないよう十分配慮の上、職員が暗証番号を入力する。内部記録事項の変更は、住民基本台帳カードの裏面の追記領域への記載と同時にしなければならない。

　　　住民基本台帳カードの裏面の追記領域への記載例

例1） 転居の場合「H15.8.25 転居届 H15.8.25 住定　蒲郡市○○町○○番地」

例2） 婚姻の場合「H15.8.30 氏変更　鈴木」

（７）住民基本台帳カードの暗証番号の変更
　　ア　住民基本台帳カードの暗証番号の変更を行おうとする者は、当該住民基本台帳カードを添えて、住民基本台帳カード暗証番号変更申請書（第７号様式）を提出し、変更申請者又はその法定代理人の署名又は記名押印をしなければならない。この場合において、変更申請者又はその法定代理人本人に、旧暗証番号及び新暗証番号を住民基本台帳カードに設定させる。
　　イ　住民基本台帳カードの暗証番号の変更を行おうとする者の任意代理人が住民基本台帳カードを添えて住民基本台帳カード暗証番号変更申請書を提出したときは、本人が病気、身体の障害等やむを得ない理由により市役所への出頭が困難であると認められる場合のみ申請を受けることができる。
　申請には次の書類を必要とする。
（ア）委任状
（イ）申請者及び任意代理人の次に掲げる本人確認書類
　　　　ａ　写真付き住民基本台帳カード、個人番号カード（任意代理人の場合に限る。）又は運転免許証を持参した場合で、次のいずれかに該当するとき
（ａ）暗証番号確認によって本人確認できた場合
（ｂ）ｂ又は別記に掲げる本人確認書類を追加提示させて本人確認できた場合
（ｃ）同一世帯の住民基本台帳の記載事項を口頭で陳述させること等により本
　　人であると明らかな場合）
ｂ　旅券、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、蒲郡市民証、在留カード、特別永住者証明書、一時庇護許可書、仮滞在許可書又は運転経歴証明書（交付年月日が平成２４年４月１日以降のものに限る。）を持参した場合で、次のいずれかに該当するとき
（ａ）別記に掲げる本人確認書類を追加提示させて本人確認できた場合
（ｂ）同一世帯の住民基本台帳の記載事項を口頭で陳述させること等により本
　　人であると明らかな場合
ｃ　ａ又はｂによって本人確認できない場合は、別記に掲げる本人確認書類を複
　　　　数提示させる。
（ウ）　必要に応じ、適宜、申請者による申請が困難であることを証明する診断書等の
　　　　　　提示を求めるものとする。
この場合において、申請後に市長が郵便等により暗証番号変更の申請者に対して照会
した回答書（第１３号様式）には、本人によって旧暗証番号及び新暗証番号を記載させ、隠蔽シールを貼って届出をさせた上で、職員が暗証番号の変更を行う。
　　ウ　暗証番号を設定する際は、職員等が当該暗証番号を知り得ることのないように留意する。ただし、変更申請者又はその法定代理人による暗証番号の設定が困難であると認められるときは、職員が必要な補助を行うものとする。
（８）住民基本台帳カードの暗証番号の再設定

　　ア　住民基本台帳カードの暗証番号の再設定を行おうとする者は、当該住民基本台帳カードを添えて、住民基本台帳カード暗証番号再設定申請書（第８号様式）を提出し、再設定申請者又はその法定代理人の署名又は記名押印をしなければならない。この場合において、再設定申請者又はその法定代理人に対し、（７）イ（イ）に準じて本人確認を行った上で、本人に新暗証番号を住民基本台帳カードに設定させる。

　　イ　住民基本台帳カードの暗証番号の再設定を行おうとする者の任意代理人が住民基本台帳カードを添えて住民基本台帳カード暗証番号再設定申請書を提出したときは、（７）イに準じて取り扱う。この場合において、申請後に市長が郵便等により暗証番号再設定の申請者に対して照会した回答書（第１４号様式）には、本人によって新暗証番号を記載させ、隠蔽シールを貼って届出をさせた上で、職員が暗証番号の再設定を行う。
　　ウ　暗証番号を再設定する際は、（７）ウに準じて取り扱う。

（９）住民基本台帳カードの多目的利用

　　　市長その他市の執行機関は、住民基本台帳カードを蒲郡市個人番号カードの利用に関する条例（平成２７年蒲郡市条例第２５号）に規定する利用事務において個人番号カードとみなして利用することができる。
（10）住民基本台帳カードを紛失した場合等の措置

　　　住民基本台帳カードを紛失した旨の届出を受けた場合、紛失した住民基本台帳カードを発見した旨の届出を受けた場合、住民基本台帳カードがその効力を失ったことを知った場合又は住民基本台帳カードの返納を受けた場合には、電気通信回線を通じて送信することにより愛知県知事に通知するものとする。

（11）住民基本台帳カード運用状況通知

　　　住民基本台帳カードの運用状況を運用中、一時停止又は廃止とした場合には、次の事項を愛知県知事に通知する。また、委任都道府県知事は、当該事項を指定情報処理機関に通知する。

　　ア　住民基本台帳カードのカード運用状況（「運用中」、「一時停止」又は「廃止」）

　　イ　当該住民基本台帳カードの交付を受けている者の住民票コード

（12）文書の保存

　　ア　申請書類の保存期限は５年とする。

　　イ　住民基本台帳カードの暗証番号の変更等にあたり申請者及び代理人が持参した本人確認書類については、複写して交付申請書類とともに保存する。
　

別記に掲げる書類

海技免状、電気工事士免状、無線従事者免許証、動力車操縦者運転免許証、運航管理者技

能検定合格証明書、猟銃・空気銃所持許可証、特殊電気工事資格者認定証、認定電気工事

従事者認定証、耐空検査員の証、航空従事者技能証明書、宅地建物取引主任者証、船員手

帳、戦傷病者手帳、教習資格認定証、検定合格証、官公署（独立行政法人及び特殊法人を

含む。）がその職員に対して発行した身分証明書、ア、イの書類が更新中の場合に交付され

る仮証明書や引換所類、敬老手帳、生活保護受給者証、生活保護法による保護受給証明書、

健康保険の保険証、各種年金手帳、通帳、キャッシュカード、クレジットカード等の氏名

等が表示された本人以外は持ち得ない書類

附　則

この要領は、平成１５年８月２５日から施行する。

　　附　則

この要領は、平成１６年３月８日から施行する。

　　附　則

この要領は、平成１６年８月１６日から施行する。

附　則

この要領は、平成１７年７月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成１７年９月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成１９年１０月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成２１年４月２０日から施行する。

附　則

この要領は、平成２２年３月２０日から施行する。

附　則

この要領は、平成２３年１月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成２３年６月２０日から施行する。
附　則

この要領は、平成２４年７月９日から施行する。
附　則

この要領は、平成２５年７月８日から施行する。
附　則

この要領は、平成２８年１月１日から施行する。
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